
、

はじめに
債務免除益は、「その他の経済的利
益」に該当し、原則として所得税の課
税対象となります。今回は、相続によ
り承継した債務について、相続開始
後、その債務に付されていた停止条件
が成就したことにより債務免除を受け
た場合に、債務免除益課税すること
が、相続税と所得税の二重課税になる
か否かが争われた判決をご紹介しま
す。なお、この事案は、地裁と高裁と
で判断が分れ、現在、国側が上告受理
申立て中です。

二重課税の排除（所得税法9条
1項16号）適用の有無

令5．3．14東京地裁
（一部取消し）（双方控訴）
Ｚ888－2487
令6．1．25東京高裁
（原判決変更・全部取消し）
（上告受理申立て）
Ｚ888－2622

＜事案の概要＞
この事案は、亡甲の相続人である原
告（1審原告）らが、亡甲のＡ銀行に
対する債務について、Ａ銀行との間で
成立した、一定額の分割金を支払った
場合には残部について債務免除をする
との裁判上の和解（本件和解）に基づ
き債務免除（本件債務免除）を受け、
その金額を総所得に算入せずに確定申
告を行ったところ、処分行政庁が同金
額は一時所得になるとして更正処分等
を行ったことから、争われたものです。
＜東京地裁の判断＞
東京地裁では、次のとおり判断し、
弁護士費用等の控除のみを認めて、更
正処分等の一部を取り消しました。
1．債務免除益の存否
① 本件和解は、亡乙（亡甲の父）の
相続人らが、亡乙の借入債務16億円（本
件貸付）についてＡ銀行に対し支払義
務があることを認め、その支払義務に
ついて亡甲がこれを引き受け、亡甲
が、平成28年6月30日までに合計6億

2，630万円の支払を行った時には、Ａ
銀行が、同年7月31日限りで亡甲が支
払義務を負っている9億7，370万円の
支払義務を免除するものである。
② 本件和解の条項上は、亡甲は、平
成28年6月30日を期限とする分割金の
支払までは本件貸付の残債務全額を支
払う義務を負っていたこととなる。
③ 本件債務免除は、正に債務免除の
実質を有していたものというべきであ
り、これにより、原告らには現に債務
免除が生じたものと認められる。
2．二重課税の有無
① 原告らは、債務免除の対象となっ
た9億7，370万円については、亡甲の
相続税の負債として考慮されておら
ず、その債務免除益（本件債務免除益）
に課税することは、所得税法9条1項
16号（現17号）に反する二重課税とし
て許されない旨主張する。
② 本件債務免除に係る債務は、相続
人である原告らが本件和解に係る分割
金（あと100万円）の支払を行えば免
除されるものであったことからすれ
ば、「確実と認められるもの」とはい
えず、相続税の算定で考慮されなかっ
たのは、当然のことというほかはない。
③ 本件債務免除益については、停止
条件の成就が亡甲の相続発生の後であ
ることから、相続税では考慮されてい
ない。したがって、本件債務免除益と
いう所得の発生時にこれを亡甲の相続
人である原告らに係る所得税の課税対
象とすることは、所得税法9条1項16
号の趣旨に反するものではない。
3．弁護士費用等の控除
① 前訴（借入金に係るＡ銀行との訴
訟）に要した弁護士費用等（8，726万
円余）は、回顧的にみれば本件和解の
成立に向けられた訴訟活動のためのも
のであったといえることからすれば、
本件債務免除を受ける前提となる本件
和解のために必要であった支出という
ことができ、少なくとも「収入を得る
ために支出した金額」には該当する。
② 本件和解の成立に向けられた訴訟
活動は、本件和解ひいては本件債務免
除との関係で直接性がある行為である

と評価し得るので、前訴のための弁護
士費用等は本件債務免除益を得るため
に「直接要した金額」に該当する。
③ 本件債務免除益から弁護士費用等
がその一時所得を得るための支出とし
て控除を受け得る法的地位は、亡甲の
死亡により、相続人たる原告らに承継
されたものと解すべきであるから、前
訴に要した弁護士費用等は、一時所得
から控除することができる。
＜東京高裁の判断＞
東京高裁では、二重課税の有無のみ
を判断し、東京地裁の判決を変更し、
更正処分等の全部を取り消しました。
① 所得税法9条1項16号の趣旨は、
相続税又は贈与税の課税対象となる経
済的価値に対しては所得税を課さない
こととして、同一の経済的価値に対す
る相続税又は贈与税と所得税との二重
課税を排除したものであると解される
（最高裁判所平成22年7月6日第三小
法廷判決）。
② 相続税は、相続財産を取得した利
得に対して担税力を見出して課税され
るものであるところ、相続財産の取得
者が被相続人の債務を承継して負担す
る場合にはその負担分については担税
力が減殺されることになることから、
相続財産からの当該債務の控除を認め
るとするのが相続税法13条1項1号の
趣旨であり、被相続人から承継する債
務が「確実と認められるもの」でない
場合には担税力が減殺されることには
ならないから、当該債務については相
続財産からの控除を認めないとするの
が同法14条1項の趣旨であると解され
る。このような規定の趣旨を踏まえれ
ば、担税力を減殺させるものではない
として相続財産から控除されなかった
相続債務が相続開始後に免除を受けた
からといって、これにより債務者に新
たな担税力が生じるものと解すること
は相当でない。
③ そうすると、被相続人から承継し
た現に存する債務であって、相続税申
告の際の課税価格の算定にあたって近
い将来に免除を受ける可能性が極めて
高いこと等を理由に相続税法14条1項

の「確実と認められるもの」にあたら
ないとして相続財産から控除されなか
った債務が、その後に債権者により免
除された場合における当該債務免除に
係る相続人の利益については、形式的
には債務免除を受けた時点で発生した
ものといえるとしても、所得税課税と
の関係では、潜在的には相続により取
得していたものとみることが可能であ
り、また、その具体的な内容をみても、
上記申告に係る課税価格のうち相続財
産から控除されなかった上記債務に相
当する部分の経済的価値と実質的に同
一のものということができるから、特
段の事情のない限り、これに所得税の
課税をすることは、所得税法9条1項
16号に反するものとして許されないと
いうべきである。
④ 本件債務免除益は、被相続人の亡
甲から1審原告らが承継したＡ銀行に
対する債務であって、本件和解の約定
により免除を受ける可能性が極めて高
いことから相続税の修正申告の際の課
税価格の算定にあたって相続税法14条
1項の「確実と認められるもの」にあ
たらないとして相続財産から控除され
なかった本件債務が、その後に本件和
解の約定に基づきＡ銀行により免除さ
れた場合における債務免除に係る1審
原告らの利益であるといえる。
⑤ 本件においては、特段の事情は見
当たらないから、本件債務免除益に所
得税の課税をすることは、所得税法9
条1項16号に反して許されない。

おわりに
TAINSで、上記の判決を検索する
場合は、検索トップ画面〔詳細検索〕
⇒〔TAINSキーワード〕欄に、「債務
免除益」、「二重課税」などの検索ワー
ドを入力します。

TAINSの入会については、ホーム
ページ上にあるお問い合わせフォー
ムもしくはメール〈info@tains.or.
jp〉にてお問い合わせください。

依田 孝子【大森】
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